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津駅東口交通ターミナル上部空間活用等検討業務プロポーザル実施要領 

 

１ 業務概要 

⑴ 件名 

津駅東口交通ターミナル上部空間活用等検討業務 

⑵ 業務の目的 

津駅周辺エリアは、行政や商業、業務などの都市機能が集積する

中心的な都市核であるとともに、複数の公共交通の路線が乗り入れ

る重要な交通結節点である。津駅周辺空間が形成されてから半世紀

が経過し、施設の老朽化対応や東西エリアの分断の解消への対応な

ど、様々な課題が増えてきており、このような中、令和２年５月の

道路法改正を契機として、津駅周辺道路空間の再編に向けた検討を

開始し、令和４年３月には、国、県及び本市の三者により「津駅周

辺道路空間の整備方針」を策定した。当該整備方針を踏まえ、本市

においては津駅西口駅前広場及び津駅東西自由通路の整備に向けた

取組が、国においてはバスタプロジェクトの調査が、県においては

県道津停車場線における歩行者利便増進道路制度（ほこみち制度）

の導入に向けた調査が進められるなど、国、県、市の三者が連携し

ながら、取組を進めている。本市は、本年７月、津駅周辺基盤整備

の取組を加速させ、整備方針を具体化するため、津駅周辺地区の目

指す将来像を示す「津駅周辺基盤整備の方向性（ビジョン）」を策

定する予定であり、その中で津駅周辺の商業、業務、居住などの多

様なニーズに対応するため、官民連携も含めた施策により、地域の

活力を引き出し、都市拠点としての魅力向上を目指すとする目標を

掲げている。 

本業務は、都市拠点の魅力向上や駅周辺の土地利用価値の向上を

目指し、マーケットサウンディングを通じて、交通ターミナルの整

備に合わせた上部空間の活用や、バスタを含む駅周辺の公共施設の

包括的な管理運営について、その事業化に向けて民間活力の導入可

能性について調査するものである。 

⑶ 業務内容 

津駅周辺エリアにおいて、東口における国による交通ターミナル

の整備に合わせ、上部空間を活用した民間企業による複合建築物の
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整備の可能性調査や、バスタを含めた津駅周辺公共施設における官

民連携による包括的な管理・運営の可能性について調査することを

目的とし、業務の内容は、以下のとおりとする。 

なお、現時点における施設整備の役割分担については、交通ター

ミナルは国、津駅東西自由通路は本市とする。 

ア 計画準備 

本業務を実施するにあたり、調査業務全体が円滑に遂行できる

よう業務計画書を作成する。計画書には、業務の実施方針、実施

手順、実施体制及び工程表を含むものとする。 

イ 現状の把握 

  (ｱ) 津駅周辺基盤整備の方向性（ビジョン）（案） 

津駅周辺基盤整備の取組を加速させ、整備方針を具体化する

ため、津駅周辺地区の目指す将来像を示した「津駅周辺基盤整

備の方向性（ビジョン）（案）」の内容について、十分把握す

る。 

※ 津駅周辺基盤整備の方向性（ビジョン）は令和７年７月末 

策定予定。 

(ｲ) 上位関連計画等 

津市総合計画（Ｈ３０～Ｒ９）、津市都市マスタープラン

（Ｈ３０～Ｒ９）等の上位計画や、津駅周辺道路空間再編検討

委員会、津駅東口周辺まちづくり懇話会及び津駅西口駅前広場

エリアマネジメント会議の内容について把握する。 

   (ｳ) 津駅東口駅前広場周辺の状況 

津駅東口駅前広場周辺における現況の周辺道路や土地利用及

び用途指定等都市計画や官民の所有区分等の状況について把握

する。 

ウ 複合建築物の法的条件の整理 

津駅東口駅前広場周辺における立体都市計画制度や立体道路制

度活用等の法的条件について、下記法令を中心に整理し、交通タ

ーミナルの上部空間を活用し、複合建築物の整備を行う場合の法

規制や、実現した場合の影響等を整理・確認する。 

・道路法 

・都市計画法 
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・建築基準法 

・その他の法令等 

エ 官民連携による施設整備事業化に向けた事業手法等の検討 

   津駅周辺基盤整備推進のため、次の調査業務を行う。 

(ｱ) 市場性等の分析 

イで把握した現状を基に、津駅東口が持つ将来的な市場性等

のポテンシャルを分析する。 

(ｲ) 事業概要書（案）の作成 

円滑に民間事業者から意向を引き出すため、津駅周辺基盤整

備の方向性（ビジョン）（案）や他都市の事例等を鑑み、イで

把握した現状や想定される事業スキーム、前提条件等を整理し、

事業概要書（案）を作成する。 

(ｳ) サウンディング調査の実施 

官民連携による施設整備事業化に向け、民間企業のニーズや

事業への参画の意欲・可能性を把握するため、業種を幅広く合

計１０社以上を対象に下記の項目についてサウンディング調査

を実施する。 

具体的には、駅周辺の賑わいが創出され、また施設利用者の

利便性がより高められるとともに、駅周辺の土地利用価値等が

向上される機能が導入されるよう、(ｱ)で分析した津駅東口が持

つ将来的な市場性等のポテンシャルを示した上で、現行の駅舎

との関係性も含め、交通ターミナル整備に合わせた、その上部

空間への民間事業者主体による複合建築物の整備の導入可能性

について、サウンディング調査を実施する。調査では、自主性

や参入意欲を確認するとともに、事業用途や規模、事業採算性

など実現に向けた事業の枠組みについて必要に応じた複数回の

聴き取りを実施し、状況に応じて民間事業者からの提案を受け

るものとする。 

なお、将来の施設の管理運営を見据え、国が調査を進めるバ

スタや津駅周辺の公共施設について、バンドリング等による管

理運営方法も視野に入れた民間活力の導入可能性について、上

記サウンディング調査に併せて聴き取りを実施する。 

(ｴ) 交通ターミナル上部空間活用に向けたスキームの構築 
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(ｳ)のサウンディング調査を踏まえ、調査結果を整理するとと    

もに、上部空間活用の提案に対する事業者の選定に向けたスキ

ーム及びスケジュールを示す。 

⑷ 業務期間 

  契約締結日から令和８年３月６日まで 

⑸ 予算（見積限度額） 

  令和７年度 １０，５２７，０００円 

※消費税及び地方消費税を含む。 

 

２ 実施形式 

 公募型プロポーザル方式 

 

３ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次の全ての要件を満たす者であ

ること。 

⑴ 津市契約規則(平成１８年津市規則第４０号)第７条に規定する津

市競争入札参加資格者名簿に登載されていること。登載されていな

い場合にあっては、以下の書類を提出し確認を受けていること。 

ア 法人にあっては、履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 

イ 商号登記をしている個人にあっては、履歴事項全部証明書（商

号登記簿謄本） 

ウ 商号登記をしていない個人にあっては、身分証明書及び登記さ

れていないことの証明書 

エ 印鑑（登録）証明書 

⑵ 国税、本社所在地における都道府県税及び市町村税（支店等がこ

の公募型プロポーザルに参加及び契約を行う場合は、本店所在地及

び支店等所在地の都道府県税及び市町村税）の滞納がないこと。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に

規定する一般競争入札の参加者の資格を有していること。 

⑷ 本公告日から契約締結までの間において、津市建設工事等指名 

停止基準（平成２１年４月８日施行）による指名停止を受けている

者でないこと。 

⑸ 入札参加資格審査の申請において、提出された書類の記載事項に
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虚偽がないこと。 

⑹ 自己又は自社の役員等が次の各号のいずれにも該当する者でない

こと、及び次の各号に掲げる者がその経営に実質的に関与していな

いこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用するなど

している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して直接又は間接を問わず資金等を提

供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団

の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

る者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用する

などしている者 

⑺ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始

の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生

手続開始の申立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破

産手続開始の申立て、会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく

清算の開始又は会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成１７年法律第８７号）第６４条の規定による改正前の商法

（明治３２年法律第４８号）に基づく整理開始の申立て若しくは通

告がなされていない者であること。 

ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生

法に基づく更生手続開始の申立てがなされた者であって、再生計画

又は更生計画が認可された者を除く。 

⑻ 手形交換所から取引停止処分を受ける等経営状況が著しく不健全

でないこと。 
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⑼ 官公庁等で発注された業務で、過去１０年間（平成２７年度以降）

に業務が完了した公共施設整備・運営に係るＰＰＰ／ＰＦＩ導入可

能性調査業務の元請実績を有する者。（業務が複数年契約の場合は、

最終年度まで完了していること。） 

  ※官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他

政令で定める法人を含む。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登

録された公益民間企業（交通（鉄道、空港）、資源エネルギー（電

気、ガス、石油）、通信会社等）とする。 

⑽ 管理技術者として、技術士資格［総合技術監理部門（建設－都市

及び地方計画）又は建設部門（都市及び地方計画）］又は RCCM［都

市計画及び地方計画］を有する者（直接雇用者とする。）を選任で

きる者 

⑾ 本業務の実施にあたっては、民間事業者が主体となった立体的な

道路空間を活用した複合建築物整備の可能性検討であるため、一級

建築士（直接雇用者とし、兼務も可とする。）を配置すること。ま

た、道路空間の活用という公共性の高い事業であることから事業計

画の実現性の検討のため、公認会計士についても担当者として配置

することが望ましい。 

⑿ 法人及び商号登記をしている個人にあっては東海３県内（愛知県、

岐阜県、三重県）に本店又は支店等のいずれかを有する者。また、

商号登記をしていない個人にあっては、東海３県内（愛知県、岐阜

県、三重県）に住所を有する者。 

 

４ プロポーザル実施スケジュール（予定） 

 本プロポーザルの実施スケジュールは以下のとおりとする。変更す

る場合は参加者に対し、別途通知するものとする。 

公募 
令和７年７月７日（月） 

午後１時から 

質問書の受付期限 
令和７年７月１４日（月） 

正午まで 

質問書の回答期限 
令和７年７月１６日（水） 

午後５時まで 
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５ 質問及び回答 

 本プロポーザルに関する質問がある場合は、下記のとおり提出する

こと。 

⑴ 提出方法 

質問書（様式１）を利用して作成し、持参、郵送若しくは電子メ

ール（件名：「津駅東口交通ターミナル上部空間活用等検討業務プ

ロポーザル質問（会社名）」により提出すること（提出期限必着）。 

⑵ 提出期限 

令和７年７月１４日（月）正午まで（郵送、電子メールの場合は

電話にて建設政策課に受信確認を行うこと。） 

⑶ 提出先 

津市建設部建設政策課 

所在地： 〒５１４－８６１１ 三重県津市西丸之内２３番１号 

電 話： ０５９－２２９－３１９４ 

電子メール： 229-3196@city.tsu.lg.jp 

⑷ 回答方法等 

回答は、令和７年７月１６日（水）午後５時までに津市ホームペ

ージに掲載し回答する。 

※本プロポーザルに関する質問について、電話及び口頭による照

会には対応しない。 

 

６ 参加申込及び企画提案書類の提出 

⑴ 参加申込及び企画提案書類の作成 

参加申込及び企画提案書類の作成については、「津駅東口交通タ

参加申込書類及び企画提案書類提

出期限 

令和７年７月２９日（火） 

午後５時まで 

資格要件適格通知 
参加申込書類及び企画提案書類 

提出期限後速やかに 

審査 

（ヒアリング審査） 

令和７年８月６日（水） 

午後２時から 

審査の結果通知 審査後速やかに 
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ーミナル上部空間活用等検討業務参加申込及び企画提案書類作成基

準」に基づき作成し、提出期限までに提出すること。 

なお、企画提案書の提出は１者につき１案とする。 

⑵ 提出方法 

  持参又は郵送（提出期限必着） 

⑶ 提出期限 

  令和７年７月２９日（火）午後５時まで 

⑷ 提出先 

  津市建設部建設政策課 

 

７ 審査方法 

本プロポーザルの審査は、参加申込及び企画提案書類の提出後、本

市が参加資格要件を満たしていることを認めた者に対し、「津駅東口

交通ターミナル上部空間活用等検討業務プロポーザル審査基準」に基

づいた審査方式で実施する。審査については、津市津駅東口交通ター

ミナル上部空間活用等検討業務プロポーザル方式審査委員会（以下

「審査委員会」という。）において行う。 

なお、審査委員会は外部委員及び本市の職員で構成するものとする

が、委員の氏名等は、審査が終了するまで公表しない。 

⑴ 審査の方法 

ア ヒアリング審査 

企画提案書類及び提案者からの説明及び質疑応答により、審査

委員が提案内容について評価し、各審査委員の評価点の平均点を

算出する。審査は非公開とし、以下のとおりとする。 

   ＜審査日時等＞ 

    日時 令和７年８月６日（水）午後２時から（順次実施） 

    場所 津市役所 

審査の会場や各提案者の審査開始時間は、参加申込書類及び企

画提案書類の受付締切後、資格要件適格通知により通知する。 

  ＜審査の流れ＞ 

・提案者より、企画提案書の内容について２０分以内で説明を行

い、説明終了後、審査委員からの質疑応答を行う。質疑応答の時

間は３０分程度とする。 
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・提案書と異なる内容による説明や、追加資料の配布は認めない。 

・提案内容説明でパソコンを使用する際は提案者で用意すること。

なお、プロジェクター及びスクリーンについては本市で用意する。 

・会場への入室は４名以内とし、説明及び質疑応答は、配置予定

技術者が対応するものとする。 

イ 最優先候補者の決定 

審査の点数のうち、最も点数が高い提案者を最優先候補者とし

て決定する。 

また、最低点は５０点とし５０点未満の場合は、最も点数が高

い提案者であったとしても最優先候補者として決定しないものと

する。 

なお、同点の場合は参考見積額が低い者を優先することとし、

参考見積額が同額の場合は、技術力評価（企画提案）の内、「交

通ターミナル上部空間への民間事業者主体による複合建築物等整

備可能性検討」の項目において点数が高い者を優先するものとす

る。 

 

８ 審査結果 

⑴ 通知方法 

審査の結果は書面により、審査参加者全者に対し郵送にて通知す

る。 

なお、審査の結果は、同日、参加申込届（様式２）に記載された

電子メールアドレスへ併せて通知する。 

⑵ 通知時期 

審査後速やかに通知する。 

⑶ 契約手続き等 

審査の結果により、最優先候補者を本業務に係る随意契約見積書

徴取の相手方として、契約の交渉を行う。 

ただし、その者との契約が成立しない場合は、次点者との交渉を

行うこととする。 

 

９ 情報公開基準 
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対象 契約締結前 契約締結後 

選定条件 ○ 

プロポーザル方式採用理由 ○ 

提
案
書
類 

提案者名 × ○ 

企画提案書 × ○（注１） 

見積書 × △（注２） 

その他提出書類 × ○（注１） 

採点表（合計点） ○（注３） 

採点表（各評価項目点） × 

委員名簿 ○（注４） 

選定結果   ○ 

○：開示、△：一部開示、×：不開示 

（注１） 企画提案書及びその他提出書類は、提案者の持つ独自のノ

ウハウ等が含まれており、これを開示することにより当該提

案者の競争上の地位その他正当な利益を侵害する恐れがある

ため、当該提案者の同意が得られる場合のみ開示とする。 

（注２） 「一部開示」とは、見積書における積算単位及び内訳以外

のものを開示することをいう。 

（注３） 契約締結前であっても、候補者決定後は、採点表（合計点）

を開示することができる。 

（注４） 委員名簿は、委員構成のみ開示とし、住所及び電話番号等

の個人情報は不開示とする。 

 

10 その他 

⑴ 必要経費の負担 

参加申込書類及び企画提案書類の作成、審査等、本プロポーザ

ルに要する全ての費用は参加者の負担とする。 

⑵ 辞退の取扱い 

参加申込届の提出後、業者の選定（随意契約の相手方として決

定するまで）があるまでの間、いつでも参加を辞退することがで
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きる。その場合は、参加辞退届（様式４）を提出することとする。 

⑶ 失格事項等 

下記の事項のいずれかに該当した場合は、その者の本プロポー

ザルへの参加資格を満たさなかったものとみなし、失格とする。 

  ア 指定する提出方法によらず必要書類が提出された場合 

  イ 指定する提出期限までに必要書類が提出されなかった場合 

  ウ 提出を求める必要書類について、記載すべき事項が記載され

ていない場合 

  エ 提出を求める必要書類について、作成基準に違反する表現が

記載されている場合 

  オ 提出を求める必要書類について、虚偽の内容が記載されてい

ることが判明した場合 

  カ 本実施要領に定める手続き以外の方法により、審査委員会の

委員等関係者に対して、直接的又は間接的に接触した場合 

  キ 前各号で定めるもののほか、提案に当たり著しく信義に反す

る行為があるなど、市長が失格であると認めた場合 

⑷ 提出書類等 

ア 提出された書類の返却は行わない。なお、これらは本業務の選                               

定以外において提出者に無断で使用しない。 

イ 参加申込及び企画提案書類の提出期限後において、企画提案に

関する提出書類の変更、差し替え又は再提出は認めない。 

ウ 参加者は、９情報公開基準に基づき提案内容を開示すること                           

を了解の上、提案すること。 

エ 参加者は、業務で得られた情報については、正当な目的のみに

使用することとし、第三者に開示、提供してはならない。 

 

11 問合せ先 

  津市建設部建設政策課 

建設政策・津駅周辺道路空間整備担当（津市役所本庁舎５階） 

  〒５１４－８６１１ 三重県津市西丸之内２３番１号 

  電   話：０５９－２２９－３１９４ 

  電子メール：229-3196@city.tsu.lg.jp 


